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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第60期

会計期間

自平成22年
２月１日
至平成22年
４月30日

自平成23年
２月１日
至平成23年
４月30日

自平成22年
２月１日
至平成23年
１月31日

売上高               （百万円）15,871 23,386 91,535

経常利益             （百万円）1,260 1,866 7,971

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,410 1,392 6,797

純資産額             （百万円）28,384 33,653 33,396

総資産額             （百万円）67,148 74,009 74,226

１株当たり純資産額       （円） 1,054.281,249.091,239.85

１株当たり四半期（当期）純利益

                         （円）
52.39 51.73 252.49

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益     （円）
－ 51.68 252.31

自己資本比率             （％）42.3 45.5 45.0

営業活動による

キャッシュ・フロー   （百万円）
△4,946 △1,511 △666

投資活動による

キャッシュ・フロー   （百万円）
176 21 1,476

財務活動による

キャッシュ・フロー   （百万円）
4,091 △1,390 3,048

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高 （百万円）
11,156 12,812 15,692

従業員数                 （人）443 457 452

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第60期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年４月30日現在

従業員数（人） 457

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数には臨時従業員３人及び人材会社からの派遣社員31人は含まれておりません。

 

(2）提出会社の状況

 平成23年４月30日現在

従業員数（人） 408

（注）　従業員数には人材会社からの派遣社員31人は含まれておりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、契約及び販売の状況】
当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21
年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成
20年３月21日）を適用しており、下記の生産の実績、契約の状況及び販売の実績は、前第１四半期連結会計期間につ
いても本会計基準及び適用指針適用後のセグメントに組み替えたうえで算定しております。
　

　(1）生産の実績

セグメントの名称 項目

前第１四半期連結会計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 13,817 － 23,257 +68.3
土地 590 － 285 △51.7
建築条件付戸建住宅 2,060 － 792 △61.5

小計 16,468 － 24,335 +47.8

建築請負事業

建築請負工事 328 － 560 +70.9
その他建築請負工事
（リフォーム等）

270 － 164 △39.2

小計 598 － 725 +21.2
合計 17,067 － 25,061 +46.8

（注）１．金額は販売価額により表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

　

　(2）契約の状況

セグメントの名称 項目

前第１四半期連結会計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

契約高
前第１四半期連結会計期間末

契約残高

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 499 － 16,437 － 338 － 12,021 －
土地 26 － 677 － 10 － 281 －
建築条件付戸建住宅 43 － 1,641 － 90 － 4,111 －

小計 568 － 18,756 － 438 － 16,414 －

建築請負事業

建築請負工事 42 － 581 － 62 － 920 －
その他建築請負工事
（リフォーム等）

－ － 272 － － － 84 －

小計 42 － 853 － 62 － 1,005 －
合計 610 － 19,610 － 500 － 17,420 －

　

セグメントの名称 項目

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

契約高
当第１四半期連結会計期間末

契約残高

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 635 +27.3 20,669+25.7 354 +4.7 12,397 +3.1
土地 7 △73.1 210 △69.0 3 △70.0 82 △70.8
建築条件付戸建住宅 21 △51.2 939 △42.7 33 △63.3 1,581△61.5

小計 663 +16.7 21,819+16.3 390 △11.0 14,060△14.3

建築請負事業

建築請負工事 37 △11.9 518 △10.8 81 +30.6 1,116 +21.3
その他建築請負工事
（リフォーム等）

－ － 220 △18.9 － － 127 +51.3

小計 37 △11.9 738 △13.4 81 +30.6 1,244 +23.8
合計 700 +14.8 22,558+15.0 471 △5.8 15,305△12.1

（注）１．金額は販売価額により表示しております。

２．件数については、戸建住宅は戸数、土地は区画数、建築条件付戸建住宅は土地の区画数を表示しております。また、建築請負事業のその

他建築請負工事の件数は省略しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売の実績　　

セグメントの名称 項目

前第１四半期連結会計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

不動産分譲事業

不動産販売高 　 　 　 　 　 　 　 　
戸建住宅 407 － 12,562 － 662 +62.7 21,362+70.0
土地 23 － 590 － 8 △65.2 285 △51.7
建築条件付戸建住宅 42 － 1,942 － 19 △54.8 818 △57.9
その他 － － 44 － － － 59 +33.4

小計 472 － 15,140 － 689 +46.0 22,525+48.8
建築請負事業 － － 614 － － － 776 +26.4
不動産賃貸事業 － － 116 － － － 84 △27.2

合計 472 － 15,871 － 689 +46.0 23,386+47.4

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

EDINET提出書類

株式会社東栄住宅(E03976)

四半期報告書

 4/25



２．件数については、戸建住宅は戸数、土地は区画数、建築条件付戸建住宅は土地の区画数を表示しております。また、建築請負事業及び不

動産賃貸事業の件数は省略しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、依然として失業率は高く、円高及びデフレの進行等が顕在化して

おり、景気の減速が懸念されていたものの、海外経済の改善や、政府による経済政策等を背景に、景気に持ち直しに向け

た動きがみられ、足踏み状態を脱しつつある状態でありました。しかしながら、平成23年３月11日に発生した「東日本

大震災」による電力供給の制約やサプライチェーンの立て直しの遅れ等が日本経済に多大な影響を及ぼし、景気の先

行きは急速に不透明なものとなりました。

　当社グループが主体とする不動産業界においては、フラット３５Ｓ制度を始めとする各種の住宅取得促進政策等に

より、顧客の不動産・住宅に対する購買意欲が喚起され、全体の着工戸数や契約率の改善が見受けられる等、市場は持

ち直しの動きを見せておりましたが、震災の発生により一時的に顧客の集客数、住宅資材の供給に影響が出ました。現

在は顧客の集客数も戻り始め、住宅資材のサプライチェーンの混乱も収束しつつありますが、復興需要の顕在化する

時期並びに被災地以外の地域における、震災後の消費マインド、住宅・居住地選好に関する住意識の変化の動向等に

不透明な部分が多く、当面は予断を許さない状況となっております。

このような事業環境のなか当社グループは、「市況に左右されない社内体制の強化」を基本戦略として「健全な事

業成長モデルの維持」「商品価値の更なる向上」「更なるコスト削減」を掲げ、仕入・着工・販売のバランス調整、コ

スト低減、早期販売等による回転率及び収益率重視の販売活動、住宅性能評価書全棟取得、環境共生住宅システム認定

取得、長期優良住宅認定取得を推進し、事業シェアの拡大、収益極大化を図ってまいりました。

　建築請負事業におきましては、法人からの請負工事に対する受注体制及び生産体制の強化に注力したことにより、堅

調に収益拡大傾向を見せております。

　また販売費及び一般管理費におきましても一定の水準を維持し、また財務面においても最適資金調達の基本方針に

沿って、積極的な土地仕入に必要な調達枠の拡大を図ってまいりました。

　その結果、当第１四半期連結会計期間における売上高は233億86百万円（前年同期比47.4％増）、営業利益は20億89

百万円（前年同期比36.0％増）、経常利益は18億66百万円（前年同期比48.1％増）、四半期純利益は13億92百万円

（前年同期比1.3％減）となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　

①不動産分譲事業

　戸建住宅におきましては、前年同期と比較して販売戸数が255戸増加したこと等により、戸建住宅に係る不動産販

売高は213億62百万円（前年同期比70.0％増）となりました。また土地分譲につきましては、不動産販売高は2億85

百万円（前年同期比51.7％減）、建築条件付戸建住宅につきましては、不動産販売高は8億18百万円（前年同期比

57.9％減）となりました。結果として不動産分譲事業全体の売上高は225億25百万円（前年同期比48.8％増）とな

りました。

②建築請負事業 

　建築請負事業におきましては、請負工事収入7億76百万円（前年同期比26.4％増）となりました。 

③不動産賃貸事業 

　不動産賃貸事業におきましては、賃貸収入84百万円（前年同期比27.2％減）となりました。

　

なお、当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平
成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　
平成20年３月21日）を適用しております。各セグメントの前年同期比につきましては、前第１四半期連結会計期間
のセグメント情報を本会計基準及び適用指針適用後のセグメントに組み替えたうえで算定しております。　
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　　　資産、負債及び純資産の状況につきましては次のとおりであります。

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は740億9百万円となり、前連結会計年度末比で2億17百万円の減少となりま

した。これは主に、現金及び預金が下記「(2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおり、28億80百万円減少したの

に対し、土地仕入の強化等により仕掛販売用不動産が26億43百万円増加したこと等によるものであります。

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は403億56百万円となり、前連結会計年度末比で4億74百万円の減少となり

ました。これは、主に不動産分譲事業における事業用地仕入資金として借り入れた借入金が5億52百万円減少したこと

等によるものであります。

　当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は336億53百万円となり、前連結会計年度末比で2億57百万円の増加とな

りました。これは主に、剰余金の配当10億76百万円に対し、四半期純利益13億92百万円を計上したこと等によるもので

あります。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は営業活動及び財務活動による

資金の減少等により、前連結会計年度末残高に比べて28億80百万円減少し128億12百万円となりました。当第１四半期

連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益18億54百万円等の資金の増加があった一方

で、たな卸資産の増加額32億12百万円、仕入債務の減少額5億11百万円等により15億11百万円の減少となりました。

前年同期と比較して、34億35百万円の増加であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入1億14百万円等により21百万円の増加と

なりました。前年同期と比較して、1億54百万円の減少であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出4億98百万円、配当金の支払額8億35百万円

等により13億90百万円の減少となりました。前年同期と比較して、54億82百万円の減少であります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

   

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 107,346,224

計 107,346,224

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年４月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成23年６月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,942,956 26,942,956
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 26,942,956 26,942,956 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年６月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき発行した新株予約権（株式報酬型ストック・オプショ

ン）は、次のとおりであります。

平成22年５月11日開催の取締役会決議による新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成23年４月30日）

新株予約権の数（個） 230

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 23,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成22年５月31日

至　平成72年５月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　730

資本組入額は会社計算規則第17条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果1円

未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）４

（注）１．新株予約権１個の目的である株式の数（以下、「付与株式数」といいます。）は、100株とします。ただし、新

株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割り当

てを含む。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整します。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時は、合理的な範囲

内で当社は必要と認める付与株式数の調整を行うことができます。

上記調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てます。

２．新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

(1）新株予約権者は、上記の新株予約権の行使期間内において、当社又は子会社の取締役の地位を喪失した

日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができるものとします。行

使できる新株予約権は、取締役の地位を喪失した当該会社における取締役の地位に基づき割り当てを受

けた新株予約権とします。

(2）新株予約権の一部行使はできないものとします。

(3）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議

案、当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）、当該承認日の翌日

から30日間に限り新株予約権を行使できるものとします。ただし、(注)３に定める組織再編行為に伴う

新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合

を除くものとします。

(4）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、当該被相続人が死亡した日の翌日から６ヶ月を経過

する日までの間に限り、本新株予約権を行使することができるものとします。

(5）その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めると

ころによります。
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３．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次のとおりであります。

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の発生日（吸収合併

につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分

割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存する新

株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約

権をそれぞれ交付することとします。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定め

た場合に限ります。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式の種類及び数につき合理的な調整がなされた数と

する。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切捨てるとします。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

(3）に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とします。

再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式１株当たり1円とします。

(5）新株予約権を行使することができる期間

新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権の行使

期間の満了日までとします。

(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切上げるものとします。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとします。

(8）新株予約権の行使条件

上記(注)２に準じて決定するとします。

(9）新株予約権の取得条項

下記(注)４に準じて決定するとします。

４．新株予約権の取得条項に関する事項は次のとおりであります。

当社は、以下(1）、(2）、(3）の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当

社取締役会決議）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することができるものとし

ます。

(1）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2）当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

(3）当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成23年２月１日～

平成23年４月30日
5,60026,942,956 2 7,811 2 8,103

（注）新株予約権の行使による増加であります。

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

 

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

　 平成23年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

14,300

－ －

完全議決権株式（その他）（注）１
普通株式

26,834,400
268,344 －

単元未満株式（注）２
普通株式

88,656
－ －

発行済株式総数 26,937,356 － －

総株主の議決権 － 268,344 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,300株（議決権の数13

個）含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式11株が含まれております。

 

②【自己株式等】

　 平成23年１月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社東栄住宅
東京都西東京市芝久保町

四丁目26番３号
14,300 － 14,300 0.05

計 － 14,300 － 14,300 0.05

　（注）株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が560株（議決権の数５個）あります。

なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に500株含まれており、「単元未満

株式」の欄に60株含まれております。 
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成23年２月 ３月 ４月

最高（円） 1,330 1,337 943

最低（円） 1,158 747 839

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年２月１日から

平成23年４月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年２月１日から平

成22年４月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）及び当

第１四半期連結累計期間（平成23年２月１日から平成23年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,812 15,692

販売用不動産 10,622 9,509

仕掛販売用不動産 ※
 31,558

※
 28,915

未成工事支出金 4,122 4,275

原材料及び貯蔵品 32 22

その他 1,188 1,864

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 60,333 60,278

固定資産

有形固定資産

建物 4,794 4,796

土地 ※
 8,546

※
 9,036

その他 477 476

減価償却累計額 △1,609 △1,592

有形固定資産合計 12,208 12,716

無形固定資産 216 230

投資その他の資産

投資有価証券 530 587

その他 745 438

貸倒引当金 △24 △24

投資その他の資産合計 1,251 1,001

固定資産合計 13,675 13,948

資産合計 74,009 74,226
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年４月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 10,057 10,569

短期借入金 24,153 24,206

1年内返済予定の長期借入金 1,543 1,543

未払法人税等 186 102

賞与引当金 218 65

その他 1,679 1,343

流動負債合計 37,838 37,831

固定負債

長期借入金 1,260 1,759

退職給付引当金 730 724

保証工事引当金 361 364

その他 164 150

固定負債合計 2,517 2,999

負債合計 40,356 40,830

純資産の部

株主資本

資本金 7,811 7,809

資本剰余金 8,103 8,101

利益剰余金 17,578 17,262

自己株式 △40 △40

株主資本合計 33,451 33,131

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 184 248

評価・換算差額等合計 184 248

新株予約権 16 15

純資産合計 33,653 33,396

負債純資産合計 74,009 74,226
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年４月30日)

売上高 15,871 23,386

売上原価 12,734 19,342

売上総利益 3,136 4,044

販売費及び一般管理費 ※
 1,600

※
 1,954

営業利益 1,536 2,089

営業外収益

受取利息 1 0

受取保険金 2 2

保険返戻金 0 －

還付加算金 － 6

補助金収入 8 －

その他 2 4

営業外収益合計 15 13

営業外費用

支払利息 180 160

融資手数料 100 59

その他 9 15

営業外費用合計 291 236

経常利益 1,260 1,866

特別利益

固定資産売却益 0 1

受取和解金 55 －

特別利益合計 55 1

特別損失

固定資産売却損 18 8

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4

特別損失合計 18 13

税金等調整前四半期純利益 1,296 1,854

法人税、住民税及び事業税 20 166

法人税等調整額 △133 295

法人税等合計 △113 462

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,392

四半期純利益 1,410 1,392
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,296 1,854

減価償却費 76 64

引当金の増減額（△は減少） 54 156

受取利息及び受取配当金 △1 △0

支払利息 180 160

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,107 △3,212

仕入債務の増減額（△は減少） 1,109 △511

その他 △323 174

小計 △4,714 △1,313

利息及び配当金の受取額 1 0

利息の支払額 △209 △159

法人税等の支払額 △24 △39

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,946 △1,511

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 184 114

その他 △8 △93

投資活動によるキャッシュ・フロー 176 21

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,477 △53

長期借入金の返済による支出 △85 △498

配当金の支払額 △298 △835

その他 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,091 △1,390

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △678 △2,880

現金及び現金同等物の期首残高 11,835 15,692

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 11,156

※
 12,812
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成23年２月１日

　至　平成23年４月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ0百万円減少し、税

金等調整前四半期純利益が4百万円減少しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は4百万円、投

資その他の資産の「その他」に含まれる差入敷金保証金の変動額は2百万円

であります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間

(自　平成23年２月１日　至　平成23年４月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

  １．前第１四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「保険返戻金」は、重要性が乏しいため、営業外

収益の「その他」に含めて表示しております。

　    なお、当第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険返戻金」は0百万円であります。

　

  ２．「連結財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。　

　

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年４月30日）

前連結会計年度末
（平成23年１月31日）

※　有形固定資産の保有目的の変更

　　　有形固定資産（土地400百万円）を、保有目的の変更に

より、仕掛販売用不動産に振り替えました。　

※　有形固定資産の保有目的の変更

　　　有形固定資産（土地91百万円）を、保有目的の変更によ

り、仕掛販売用不動産に振り替えました。　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

支払手数料 256百万円

広告宣伝費 210　

従業員給料及び手当 484　

賞与引当金繰入額 55　

退職給付費用 7　
　

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

支払手数料 405百万円

広告宣伝費 256　

従業員給料及び手当 558　

賞与引当金繰入額 118　

退職給付費用 11　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 （平成22年４月30日現在）
　
現金及び預金勘定 11,156百万円

現金及び現金同等物 11,156　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 （平成23年４月30日現在）
　
現金及び預金勘定 12,812百万円

現金及び現金同等物 12,812　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年４月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成23年２月１日　至　

平成23年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　26,942,956株

２．自己株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　14,311株

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　親会社　　16百万円　

４．配当に関する事項

(1）配当金の支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年４月26日

定時株主総会
普通株式 1,076利益剰余金 40平成23年１月31日平成23年４月27日

(注）１株当たり配当額40円には、創立60周年に伴う記念配当10円が含まれております。
　
(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日）

　
不動産分譲
事業

（百万円）

建築請負
事業

（百万円）

不動産賃貸
事業

（百万円）

その他
事業

（百万円）

計

（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高 14,715 989 111 54 15,871 － 15,871

営業利益 1,461 121 4 48 1,635 △99 1,536

（注）１．事業区分の方法

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。

２．各事業区分の主な内容

不動産分譲事業：戸建住宅、宅地の販売

建築請負事業　：注文住宅等の建築、建築請負工事

不動産賃貸事業：不動産の賃貸

その他事業　　：不動産売買の仲介、その他不動産分譲事業の周辺業務等

　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、所在地別セグメ

ント情報を記載しておりません。

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年４月30日）

　　海外売上高については該当事項がないため、海外売上高を記載しておりません。　

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

　当社は、事業内容に応じた事業本部及び事業部門を置き、各事業本部等は、取り扱う事業について包括的な

戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　従って、当社は、事業内容を基礎とした「不動産分譲事業」、「建築請負事業」及び「不動産賃貸事業」の

３つを報告セグメントとしております。 

　「不動産分譲事業」は戸建住宅等の分譲事業を行っており、「建築請負事業」は注文住宅等の建築請負事

業を行っており、「不動産賃貸事業」は保有する賃貸住宅等の賃貸事業を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第１四半期連結累計期間（自　平成23年２月１日 至　平成23年４月30日）

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２　

不動産分譲
事業　

建築請負
事業　

不動産賃貸
事業　

計

売上高       

外部顧客への売上高 22,525 　776 　84 　23,386 　－ 　23,386
セグメント間の内部売上高
又は振替高

3 77　 －　 80　 △80　 －　

計 　22,529 　853 　84 　23,467 　△80 　23,386

セグメント利益 　2,493 　36 　39 　2,569 　△480 2,089

（注）１．セグメント利益の調整額△480百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成23年２月１日　至　平成23年４月30日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　5百万円

２．当第１四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年４月30日）

前連結会計年度末
（平成23年１月31日）

１株当たり純資産額 1,249円09銭１株当たり純資産額 1,239円85銭

２．１株当たり四半期純利益等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

１株当たり四半期純利益 52円39銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益 51円73銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 51円68銭

　（注）１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年４月30日）

１株当たり四半期純利益 　 　

四半期純利益 （百万円）　 1,410 1,392

普通株主に帰属しない金額 （百万円）　 － －

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 1,410 1,392

期中平均株式数 （千株）　 26,923 26,923

　 　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　 　 　

四半期純利益調整額 （百万円）　 － －

普通株式増加数 （千株）　 － 28

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり

純利益の算定に含めなかった潜在株式で前連結会計年

度末から重要な変動があったものの概要　

－ －

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

平成２２年６月１１日

株式会社東栄住宅

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 齋藤　博道　　印

　
　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 井村　順子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東栄住

宅の平成２２年２月１日から平成２３年１月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２２年２月１日

から平成２２年４月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２２年２月１日から平成２２年４月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東栄住宅及び連結子会社の平成２２年４月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

平成２３年６月９日

株式会社東栄住宅

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 柴田　憲一　　印

　
　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 井村　順子　　印
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から平成２３年４月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２３年２月１日から平成２３年４月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東栄住宅及び連結子会社の平成２３年４月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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